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　Ths　study 　purports　to　clarify 　the　consumer
，
s　prcfe祀 nce 　at　each 　life　stage ，　using 　the 止 eory 　of

‘‘
出esca ！c 　of 　urgerlc ゾ

’by　Allen　and 　Bowley．

　For 山 at 　purpose，
　we 　made 　regression 　analy 曲 using 　the　data　av α aged 　by　income 　quint皿e　groups

and 　by　life　stage
，
　which 　we 　made 　on 　our 丘rst　paper （Parし1）．

　We 　then 　 analyzed 　the　coe 田 cient 　of 　income　elasticity 伽 each 　items．　 We 　further　analyzed

the　stylc 　of 　co 【tsumer 　at　each 　life　stage 　and 　each 　income　group・
　 The 　resuhs 　are 　as 伺 10WS　l

　（1）The 　results 　of 　analySis 　on 　life　stage ：　With 　increase　of 　income　and 　relative 　decreases　offarnily

size ，且uxuries 　changed 　into　necessaries ．　 At　 the　5th　stage 　of 　fami】y，　which 　is　called ‘‘f…ロ   1y　r三pcn−

ing　periodノ，
　almost 　al1　living　expenditures 　have　changed 　into　necessarics ，　so 　the　sth　stage 　of 　farnily

can 　1⊃e　consldered 　as　the　most 　stable 　stage ．

　（2）The　resUlts 　of 　analySiS 　on 　income　groups　are 　as 　follows： Most　of 　thc　budget　itcrns　tends 霍o

change 　from　luxuries　to　necessaries 　with 　the　increase　of 　income．　 However，　some 　items　such 　as

cloth ¢ s　and 　foQtwear　tend 　to　returns 　to　Iuxuries　rather 　than 　necessaries 　according 　to　the　n   d　fbr

goods　of 　quality・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （Received　D     ber　l4
，
1990）

KeyMtO 「as ： thc　 scalc 　 of 　urgency 緊急性の 序列，祀 grcssion 　 analysis

inoome　 elastieity 所得弾力性係数 ，
　 family　 size 　世帯人員数，1uxuries

必 需的費 目．

回帰分 析 ， coeMcient 　 of

賛沢的費 目，
necessarics

　 1．　は じめ に

　第 1報 1） で は ， あらか じめ設定した ラ イ フ サ イ ク ル モ

デル に 基 づ い て ， 昭和59年度全国消費実態調査静岡県

分の 調査原本 データ を用 い て ， 世帯主の 年齢 ご とに 家族

形態を措定 した 家計 デー
タ を，ラ イ フ ス テ

ージ別収入 5

分位階級別に 再集計 して 生涯生計費を 算定 し，静岡 県の

生涯家計に お け る 消費動向の 全体 的実像を と ら えた，

　 こ うして 算定 され た 生涯 生 計費デ ータ の 重要な特性 と

して は，ま ず第
一

に，個 々 の 世帯 に 関す る 家計データ は，

あらか じめ 設定 され た ラ イ フ サ イ ク ル モ デ ル に お け る世

帯主 の 年齢 ， 世帯人員数が各 ラ イ フ ス テ ー−tt ご とに そろ

o て い る の で，収支作用要因の 計量を行 う場合に ，同
一

の ラ イ フ ス テ
ー

ジ eCk
’
い て は，消費単位 な どを用 い る こ

とな く，直接個 々 の 家計データ の 比較分析を 行 っ て ， 差

し支え な い とい う こ とである．

　 さ らに ， 第二 に ， 各世帯に つ い て の 家計収支 に 関す る

詳細 な個票か ら ， 回帰分析 な どが 容易に 行える とい う点

で あ る．

　 こ の よ うな家計 データ を用 い て ， 第2 報 で et　Allcn と

Bowley に よ る所得弾力性係数に よ っ て ， 各 ラ イ フ ス テ

ー
ジ別各収入階級別 に，IO大費目に つ い て の 支出構造比

較分析を行 うこ とを研究 の 目的とした．

　以下で は，こ うし た 目的を 達成す る た め に，まず

Alren・Bowlcyの 所得弾力性係数に よ る分析を試み る た
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め の 家計 デ ー
タ に 課 せ られ る 条件に つ い て ， 彼 らの 著書

で あ る 「家計支出論」
‘‘Fa皿 ily　Expenditure ”2）

に 基 づ

い て 考察 し ，
つ づ い て ，実際の 分析対象デ ー

タ の 整備の

方法 に つ い て 述べ る．

　 2． 「家計支出論」 にっ い て

　 Allen と Bowley の 共著 「家計支出論」に お け る彼ら

の 研究 の も っ とも基本的な 前提条件 は，同 じ必要量なら

び に 選好体系をもつ 世帯 グ ル ープの 家計資料に お け る 収

入範囲全体 に わ た っ て ，収 入 と支出 と の 間 に ， 直線的な

関係が 成 り立 つ とい うこ とで あ っ た，

　逆 に ，必要量や 選好体系 とい っ た家計収支に 影響を与

える諸条件の 同質化は ， 家計収支作用要因 の 計量を行う

うえで 不 可欠な問題 で あ る とい え る．

　 第一に ，必 要 量 （Needs ） に つ い て ．彼 らは 「任意の

品 目に お け る支出額と，全支出額 （Total 　Expenditure）

と の 間に
一

定 の 関係 が あ る こ と を示 そ うとす る な らば ，

こ の 目的に 対 し て，必 要 な データ が 充分 と との っ て い る

か ぎり， 必要量の 違 い ICよ る影響を取 り除くな ん らか の

工 夫が み い だ され ね ばな らな い 」
a ⊃

と述べ て い る．

　実 際 の 方法 と して は ，
エ ソ ゲ ル の 研究 に み られた 消費

単位と同様 な考 え 方 か ら，成 人等価 数 （Number 　of

Equivalent　Adu 且ts）を用 い て ， 各世帯の 構成 に 基 づ い

てす べ て の 家計デ ータ を ， 成人等価数あたりの 金額に 換

算す る こ とに よ っ て ， 支出 に 対す る世帯構成 に 伴う必 要

量 の 違 い に よ る 影響を 除去 し て い る ．

　第二 に ， 選好体系 （Complex 　of 　Preferences）に つ い

て は ，彼 らが 当時入手 し活用 し得 た 家計データ が，欧米

各国 の しか もさ ま ざま な社会階層に 属す る世帯の デ ー
タ

で あ っ た の で ， 地域差，社会的階層の 違 い が，分析結果

に 微妙に 影響 し，真 に 世 帯の もつ 嗜 好 だ け を と りだ して

分析す る こ とが 困難 で あ っ た こ とを 指摘 して い る．

　上述の 2点 に つ い て彼らは，「家計資料 が ，

一定の 階

級 に 属す る世帯 の 典型と して 集め られ，そ れ は また，物

価 が一
様で あ る よ うな都市や 地域に 関す る もの で あ る と

ともに，各種 の必 要t の 影響を 除 くた め に 必要な情報を

提供しな けれ ばな らな い こ とを ， 必要 とす る」
“

と，述

ぺ て い る．

　こ の こ とに つ い て ， 奥村 は ， 実態生計費 に 関す る研究

論文
5》

の なか で ． 「困難な問題 は，主体の 選好 と い う本

来個 別的主 観的 な価値体系 に もとつ く家計行為を，同
一

の 価値体系に よ る行為 に ひ きな おす問題で ある」 と指摘

し，必要量ならびに 選好体系を規定するフ ァ ク タ
ー

とし

て，以 下 の よ うな もの を 挙げて い る．

10

　a）物価体系，b）性 ・年齢 に よ る 世帯構成 ，　 c）世帯

　人員数，d）職業の種類 （社会的 階層），　 e）地域性，

　f）季節性

　 こ れ ら の 条件を 本研究の 場合 に あて は め て み るならば，

物価体系，地域性，お よび 季節性 に つ い て は，今回 の 報

告の な か で 用 い る 家計デ ータ が，全 国 消費実態調査静岡

県分デ
ー

タ に 基づ くもの で あ り，同
一地 域で ，しか も同

一
時期 に 調査 された 結果 で あ る とい う こ とか ら，そ の 同

質性 に つ い て は ， な ん ら問題な か ろ う と考え られ る、

　したが っ て ， 家計データ に 関す る世帯の 条件の 同質化

に つ い て ，本研究で の 残 され た 課 題 は ，性 ・年齢 に よ る

世帯構成と世帯人員数， ならび に 職業の 種類 に つ い て で

あると考えられる．

　以 下 で は ， 全国消費実態調査静岡県分原票デ ー
タ を用

い て ，分析 の た め の 基礎 デー
タ を 作成す る過程 で どの よ

うに して こ れら三 つ の 条件の 同質化 を行 っ た か とい うこ

とに つ い て 述べ る．

　 3． 分析デ
ー

タの 作成

　分析 デ ー
タ を作成す る 上で の もっ と も基礎を なす家計

収支金額は ， 先に も述べ た よ うに 昭和59年度全国消費

実態調査静岡県分家計簿原票であり， 且，671 世帯に つ い

て の 収入 31 項 目， 支出 132項目に つ い て の 具体的金 額

で ある．

　 こ の 家計収支金額をもとに ，第 1報
1）

と同様な ラ イ フ

サ イ ク ル モ デ ル 世帯を 仮定 し て，各 ラ イ フ ス テ ージ別収

入 階級5 分位別 に 10大費目に つ い て の 所得弾力性 係数

を 算定 して ， 分析 デ ー
タ と した，

　（1） ラ イ フ サ イ ク ル モ デ ル の 設定

　分析 デー
タ の 世帯条件を同質化す るた め の 前提条件と

し て ， 第 1報 1｝
と 同様 に 昭 和 59年 度 版 「国民生 活 白書」

に お い て 設 定 され た ラ イ フ サ イ ク ル モ デ ル 6）
を用 い る こ

と と した．

　（2） ラ イ フ ス テージ の 設定

　 ラ イ フ サ イ ク ル モ デ ル を も とに ， ま た ， こ れ ま で の 家

族 周 期論の 研究成果に 基づ い て ， 分析対象 とな る ラ イ フ

ス テ
ージ区分を以下 の よ うに 設定 した。

　  独身前期 ，   夫婦前期，   家族形成期，  家族成

　長期 ，   家族成熱期，  夫婦後期，  独身後期．

　 （3）適合世帯の 抽出

　各 ラ イ フ ス テ ージ ご とに ， そ の 世帯主 の 年齢お よ び世

帯人員数 を も とに ，全国消費実態調査静岡県分 1，671 世

帯の なか か ら，各 ラ イ フ ス テ ージに 適合す る 世帯を抽出

した 。た だ し，前述の よ うに 各 世帯の 社会的階層の 同 質

（am ）
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表 L ラ イ フ ス テ ージ区分 と適合世帯数

st 轡 芙貰
フ

ジ

ィ

ト

ラ

ス

適　合
世帯数

010203

硯

0506
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23〜2728

〜2930
〜3233
〜3536
〜3839
〜4142
〜4445

〜4748
〜5152
〜5455
〜5758
〜6061
〜6364
〜6667
〜6970
〜7273
〜7674
〜8且

　

　

ー

ー
　

−
ー

置

23444444322222221
独 身 前 期

夫 婦前期

家 族形 成期

384晶

−

143

家 族 成 長 期 　 　　245

家族成熟期

夫 婦 後期

独身後 期
．

52

175

15

串
独身後期の み 世 帯 主 の 年 齢 は 妻の 年 齢

化の た め に ，勤労者世帯の み を対象 と し て 抽出を行 っ た，

各 ラ イ フ ス テ
ー

ジ と世帯主 の 年齢お よ び世帯人員数 と の

関係，な らび に 適合世帯数を表 且と して ま とめ た．た だ

し，こ の 結果，独身前期 ， 独身後期，な らび に夫婦前期

に つ い て は，抽出 され た 標本数 が 少なか っ た ため ，今回

の 分析 の 対 象か ら除外 した ，

　 （4）収入 5 分位階級別 データ の 作成

　 抽出された 世帯の 収入 総額を も とに ，各 ラ イ フ ス テ
ー

ジ別 に収入階級 5分位値を算定 し，各 ラ イ フ ス テ
ー

ジ 別

収入 5 分位階級別 に 世帯を再抽出 した ，

　 （5）所得弾力性係数の 算定

　 各 ス テ
ー

ジ お よ び 各収入階級 ご とに ，10大 費 目に つ い

て 消費支 出 に 対す る相関を 求め ，最小自乗法 に よ っ て，

下 記 の よ うな 置次回帰方程式を求 め た．

　　　　　　　　　　 f＝ke＋ c

　 f ： 特定費 目に 対 す る支 出額， e ： 消 費支出，　 k，‘：

　常数

　 こ の 場合，すべ て の ス テ
ー

ジ お よ び収入 階級に つ い て

の 回 帰分析の 結果は ， 1％の 棄却域で の 検定 に合格 で あ

っ た の で，それ ぞれ の 正次回帰方程式か ら，以下に 示す

よ うな 関係式 に 基づ い て
7》，所得弾力 性係数を 求め ，分

析の 対 象 と した．

　　　　　　　　　　 di＝f／e

　f ： 標本 に お け る 特定費 目に 対 す る平均 支出額，〜： 標

　本 に お ける 平均消費支出額

　　　　　　　　　　 il＝画一k

　 il： 所得弾力性係数

　10大 費 目に つ い て の 所得弾力性係数算定の 結果は ， ラ

イ フ ス テ
ー

ジ別，お よび家族成 長期の 収入階級別 データ

と して ，そ れ ぞ れ表 2，3 に ま とめ た．

　な お，表 2 右 端の 所得弾力性係数は，今回 の 分析対象

と して抽出さ れ たすべ て の 世帯 の 家計 デー
タ を もとに 算

定 した 結果で ある．

　た だ し実際の 分析で は ，第 ！報の 場合 と同 様に ，収 入

階級 の 第 L3，5分位を分析の 対象 と し ， 各 ラ イ フ ス テ ー

ジ での 収入階層の 変化に 伴 う支出構造の 変化 を 検討 した．

表 2．消費支出に 対す る 10大費目の 所 得 弾 力性 係数

且0 大 費 目 家族形 成期 家族成長期 家族成熟期 夫 婦 後期 全 ス テ
ー

ジ 平 均

料

居

道

品

物

療

信

育

楽

出

　

　

　

用

履

　

　

　

支

削

驩
漏

食

住

光

家

被

保

交

教

教

そ

0曾626　（73， 7且8）

0，061　（11，803）
0．188　（13，827）
2．022壌（11，120）
且，635零（14，100）
1．204噛

（　7，649）
0．69且　（21，448）
0，897　（　7，908）
1．706癖

（21，982）
1．290寧 （46，357）

0．220　（87，558）
0，934　（　7，159）
0．344　（16，152）

0，741 （8，880）
0．986　（15，835）
2．483＊

（　7，603）
3，024專

（27，484）
0，866　（！6，862）

且．538写
（22，470）

1．472喀
（67，300）

0．091　（　65，273）
0．033　（　8 ，665）

0，141　（　14，157）
0．224　（　7，844）
α 238　（　且9，468）
0．665　（　4，406）
0，896　（　30，504）
0．991　（　　2，474）
0，707　（　22，336）
2，021寧

（112，1“ ）

α 384　（50，849）
0．667　（　6，986）
0．169　（U ，542）

3，755準

（12，023）
1，960＊

（12，且39）
0．624　（　6，456）
0．853　（15，787）

0．725　（16，766）
1．10且＊

（62，2且9）

0．534　（62，551）
0．475　（8．96且）

0，362　（12，926）
1．1“ ＊

（10，673）
1，428寮

（且3，400）

0．491　（　7，419）
1．483　（20，883）
1．981寧

（　5，337）
1．401　（エ9，872）

1，置82峯

（62，577）

（　）：各 費 目の 支出額．＊
選 択 的 費 目 と判断 さ れ る．
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衷 3．消費支出に 対す る収入 階級別 10大費目の 所得弾力性係数 （家族成長期）

10大 費 目 第 ユ分 位 第 3分 位 第 5 分位

食 　 　 　 　 　 　料

住 　 　 　 　 　 　 居

光　熱 　・水　道

家 具
・
家 事 用 品

被 服 お よ び 履 物

保 　 健　 医 　 療

交 　 通 　 通 　 信

教　　　　　　育

教 　 養 　 娯 　 楽

そ の 他 の 消 費 支 出

0．331　（79，462）
1．574串

（　9，925）

0，293　（累5，182）
0，506　（6，050）

且．394＊
（12，474）

3，412事
（　4，228）

3．037 ホ
（21，216）

α 955　（12，752）
1，991率

（18，940）
1，473串

（4L837 ）

0．221　（87，558）
0，935　（　7，159）
0．344　（且6，152）
0．741　（　8，880）
0，986　（且5，835）
2．483 寧

（　7，603）
3，024＊

（27，484）
0，866　（16，362）
1，538 喞

（22，470）
1．472＊

（67，300）

O．172　（　92，692）

0，634　（　5，270）
0．377 （17，251）

1，080＊

（　9，762）
1．579串（　26，993）
0，365 （ 4， 128）
1．782＊

（　36，478）
0L　204　（　2L 　795）
0，782　（　23，778）
1。409＊

（110，770）

（　）： 各 費 目 の 支出額．事
選 択 的費 目 と 判断 され る．

　4． 分析の 赫県

　（1）ラ イ フ ス テ ージ別分析の結果

　 まず，表 2 を み る と食料 ，住 居，光 熱 ・水 道費 に つ い

て は ，Allen 　・　Bowley に よ る 所得弾力性係数を用 い た

緊急性の 尺 度 の 定義か ら，四 つ の ス テージす べ て に わ た

っ て ，必 需 的 な 費 目で あ る と判 断 され た，

　 こ こ で
，
Allen ・Bowley に よ る 所得弾力性係数 の 定

義か ら， 特定費目の 緊急性の 序列の 測定方法 に つ い て 簡

単 に 述べ る と以下 の よ うに な る．

　所得弾力性係数の 値が， 1 よ り小さけれ ば， そ の 費目

は必需的 （ncccssity ）であり， 逆に ， 1 よ り大 きけれ ば，

そ の 費 目は 賛沢的 （luxury） で あ る と， 考えられて い る．

　そ の 場 合，所 得弾力性 係数 の 値 が 1 よ り小 さ くまた は

且よ り大きくなれば な るほ ど，その 必 需性 も し くは 賛沢

性 の 度合は ，強 くな る と考 え られる の で ある．

　 こ の よ うな考えに た っ て さ らに 分析 を 進 め る と，家

具 ・家事用品に つ い て は ，家族成長期か ら 同成熟期 に 至

る ま で は賛沢的費目で あ る と考え られるが ， 徐 々 に 必需

化 して い く傾向が み られ ， 夫婦後期 に お い て 再び，賛沢

的性質を帯び て くる とい う傾向 が み られ る．同様 な傾向

の み られ る費 目 と して，被服 お よび 履物費を あげ る こ と

が で きる．

　保健医 療，教養娯楽費は ， 家族成熟期を境に し て，賢

沢的費 目か ら必需的費 目へ と変化 し て い る．

　 こ うした 個 々 の 費目に つ い て の 所得弾力性係数 の 変化

を，ラ イ フ ス テ ージ の 変化 に 伴 う傾向 と して総合的に 判

断す るな らば，こ の 変化に 対す る作用要因 と して は ， 第

一
に 勤 め先収入 の 変化，第二 に 年齢構成 の 上 昇を 含め た

家族 人 員 数 の 変化 を あ げ る こ とが で き る．

　勤 め 先収入 は，家族形成期 か ら同 成熟期 ま で は増加傾

12

向に ある が ， 夫婦後期 に は い る と退職に 伴 っ て 減少す る．

　 また，家族人員数に つ い て は ，消費単位の 概念に た っ

て 考 え る な らば，そ の 変化 は家族形成期か ら同成長期ま

で は 増加 し，家族成 熟期 の 途 中か ら子供の 独立 が 始まる

た め 減少す る とい え る．家族人 員数 の 消費単位的増加 は ，

実質的に は 所得の 減少と同様な効果を 及 ぼす と考えられ

る，

　 こ の よ うな分析か ら，そ の 他 の 消費支出を 除い た すぺ

て の 費目が 必需化す る家族成熟期が ， 消費構造 の 面か ら，

欲望充足 の 最も高い 時期 で あ る と考え られ る．

　 こ の こ とは，家族成熟期以前 の ラ イ フ ス テ
ー

ジ で の 欲

望充足 の 蓄積と ， こ の ス テ
ージで の 所得 の 増大か ら くる

欲望の 充足 に よ っ て ，所得の 限界効用が ， 他 の ス テ
ー

ジ

に 比べ て 小 さ くな る こ と を 意 味 して お り，Allcn ・Bowley

ら も，エ ン ゲ ル 線に 基づ く分析か ら， 前掲書 の 第 3 章 に

お い て ， 限界効用逓減 の 法則 に つ い て の 数学的解析 を 行

っ て い る
s）．

　（2）収入 階級別分析の結果

　表 3 は ， 家族成長期に 属す る抽出世帯を収入 5分位階

級別に 分類 し た 場 合 の ，第 1，第 3 ，第5 分位の 10大

費 目に つ い て の 所得弾力性 係数を ま とめ た もの で ある．

　こ の 場合 ， 前述の ラ イ フ ス テ ージ 別 分析 に み られ た よ

うな家族人員数 の 消費単位的増減 は ，ほ とん どな い と考

えられ るの で ， 所得弾力性係数の変動に対す る 作用要因

として は，収入階級 の 変化の み と して と らえ る こ とが で

きる．

　まず，食料費につ い て は ， すべ て の 分位に お い て ，必

需的で あ る と判断 され る が ， 第 1分位か ら第 5 分位へ と

移 行す る に つ れ て，よ りい っ そ う必 需的傾向が強 くな っ

て い る と判断 され る．
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　 住居費は，第 且分位で は賛沢的費目で あ る と判断 され

る が ， 第 3 ， 第 5 分位で は 必需的費目へ と変化 し ， こ の

場 合 に も，食料費 と同 様に ，分位が 上 が る と と も に そ の

必需化の 傾向は強 ま っ て い る．

　 光熱 ・水道費は，す ぺ て の 分位 で 必需的費 目で あ る と

判断 され るが，食料費や 住居費 の 場 合 とは 逆に ，分位が

上が る とともに，必需化の 傾向 は弱 まっ て い る．しか し，

こ の 費目の 性質上，どの 分位に お い て も同等的 に 必 需的

費目で あ る と考えて 差 し支 え ない と思 わ れ る．家具
・家

事用 品費 は，第 1，第 3分位で は 必需的費目 と判断 され

るが，第 5 分位で は賛沢的費 目へ と変化 し て い る．

　被服 お よ び 履物費は，第 1分位か ら第 3 分 位 へ の 移 行

で ， 贅沢的費目か ら必 需的費 目へ と変化す る もの の ， 第

5 分位に お い て 再 び，賛沢的費目 へ と変 化 して い る．

　 こ こ で ， 被服 お よ び履物費が，なぜ 第 5 分位に お い て

再び賛沢的費 目へ と変化す る の か とい う点 に つ い て は，

高収入 階層 に お け る消費 の 多様化 ， 個性化に 伴 う高級嗜

好 とい っ た よ うな，需要 の 質的変化 の あ らわ れ で は な い

か と考 え られ る が，その 検証に つ い て は ，被 服 お よ び 履

物費に ふ くま れ る さらに 細か い 費目分類 に 基づ く実証分

析 を必 要 と し，本研究に お い て 残された 今後の 課題で あ

る とい え よ う．

　保健医療費は ， 第1 ，第 3 分位で は，賛沢的費 目で あ

る と判断され ， 第 5 分位で は ， 必需的費目へ と 変化 し，

こ こ で も贅沢的費 目の 必需化 の 傾向が み られ る．他の 残

さ れ た，交通 通 信，教育，教養娯楽，そ の 他 の 消費支出

に つ い て も，程度 の 差 こ そ あれ ， 第 1分位か ら第 5 分位

へ と移行す る と と もに ，必 需化 の 傾向が ある と判断 され

た ．

　全体的に み てみ る と，収入 階層が 上昇す る と贅沢的費

目が 必 需化す る傾向が み られ る もの の ，被服 お よび履物

費に み られ る よ うに，高級品へ の 質 の 転換に よ っ て再 び

賛沢化の傾向がみ られる 場合もある とい える．

　 こ う した 所得弾力性係数に よ る 消費構造の 分析に お い

て ，い わ ゆ る時系列分析 の 場合 に み られ る よ うな全 世 帯

の 平均 的データ に よる分析 で は な く， ラ イ フ ス テ
ージ別

も し くは収 入 階層別 データ に よ る 分析 を 行 うと，ラ ィ フ

ス テ ージ の 変化も し くは 収入 の 変化に 伴 う消 費構造 の 変

化 を 明 らか に す る こ とが で ぎる とい える．

　 こ の こ とは ， 表 2 に お い て 各ス テ ージ で の 消費構造が，

全 ス テ ージ 平均 の 場合と違っ て い る とい うこ とか らも明

らか で あ る．

　さて，こ の よ うな い わ ゆ る エ ソ ゲ ル 線 に 基 づ く家 計 分

析は，Allen　・　Bowlcy 以後，わ が 国 で は 最低生活費研

究 の なか で ，籠山
9｝

， 森 田
10）

らに よ っ て，低所得層 に お

け るエソ ゲ ル 線 の 変曲が と りあげ られ た．

　Allen ・Bowley ら 自身 も，こ の 点 に つ い て は，直線

的支出法則 の 適用範囲に つ い て 述ぺ る な か で ，
こ の 直線

は 第 1 次の 近似値 と考えられ ， 収入範囲の 平均値周辺 で

は ほ ぼ分布を代表す る こ とが で きるが，低収入 層や 高収

入層で は適用 で きない とし，本報 で とりあげたあ る特定

費目の 緊急性の 序列の 研究に お い て も，収入範囲の 平均

値周辺に の み 限定 して 考察が 行 わ れ て い る．

　 また ， 以後，
Prais ら

11）
は直線の 近似だ け で は な く，

以下に 示 す よ うな 五 つ の 関数 を分布に あて は め て支出法

則 の 分 析を 行 っ て い る．

　　　且  η尸 α ＋β　log　Vo 　 （両対数型）

　　　「09Vi ＝α
一β／Vo 　 （変数逆数関数対数型）

　　　　 τ‘
＝α ＋ β　IO9　VO 　 （変数対数型）

　　　　 Wi ＝α ＋βVo 　 （1次型）

　　　　 篤 罕σ
一
β／Vo 　 （変 数逆 数 型 ）

　標本分布に ， あ る
一定 の 辺 似関数を あて は め て 家 計 分

析を 行 う と，係数 も し くは そ こか ら導か れ る 関数 の 比較

に よ っ て ， 標本間 の 家計比較分析 が 計数的に 容易 に 行 え

る と い う利点が あ る が ， 逆 に
一

定 の 近似関数 （Allen　・

Bowley の 場 合に は 1次関数） を 設けず に ， そ れ ぞ れの

標本分布に 最も適合す る 別 々 の 回帰関数 （1方の 標本に

対 して は，対数関数 を，他方に は 逆関数をあて は め る と

い っ た よ うな こ と）を 求め る こ とも数学的 に は，困難 な

こ とで は な い とい え る．

　た だ し， い くつ か の 家計 グ ル ープ の 比較を行う場合に
，

各 家計 グ ル ープ ご と に，ま っ た く異な る回 帰関数が 導 か

れ る とす る と，回帰関数の 差異か ら，家計 グル ープ間 の

分布の 差異 は 明瞭で ある が，その 差異 の 度合や 順 列を計

数的に ， すな わ ち客観的に と らえ る こ とは 困難 で あ る と

い える．

　 こ う した 問題 を 視点 として ，今 回 の 分析 で は 試論と し

て ，あ る家計 グ ル ープ の 収 入 範囲 全体 に つ い て 求め られ

るで あ ろ う回帰曲線に つ い て ，そ の 曲率 を 収入 階級 5 分

位別に 直線 回 帰をあて は め る こ とに よ っ て 求め ， 分析の

対象 と した もの で あ り，AIIen ・Bowley らが 当時利用

で ぎた 家計 データ で の 問題点 と考 えて い た選好体系 の 同

質化を行 っ た うえで ，今 日的家計デ
ー

タ に よ っ て ， 彼ら

の 研究成果を 検証す る こ とが で きた とい え る．

　 こ の 方法 に 基 づ い て さ らに 研 究 を 進 め る な ら ば，収 入

範囲全体に つ い て，一つ の 回帰直線を 求め て 分析 した場

合 に は 見落 と され て し ま う収入 階級の 変化に 伴 う曲率の

変化 （た と えば エ ソ ゲ ル 線の 変 曲） を 把 握 す る こ とが で
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きる とともに ， 関数 の係数の比較に よ り， 計数的に 容易

に ，家計 データ 間の 比較分析を行うこ ともで きると考え

て お り， 今後の 研究課題とした い ．
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